市・県民税の租税条約に関する届出書
租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する 

省令第 11条に基づき、別添書類を添付し届け出ます。 

 　　年 　　月 　　日 

近江八幡市長 宛 

（受入機関・事業所等の名称） 　　　　　　　　　　　　　　　
（所在地） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（代表者の職・氏名）　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　

（電 話）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜市・県民税の当該免除対象者＞（下表に記入、あるいは表下の「□」にチェックしてください。）
	フリガナ

申請者氏名
	生年月日
	研修生・実習生

（該当に○）
	住 所
	租税条約に基づく

在留予定期間
	給与等支払者

	
	
	研修生・実習生
	
	～
	

	
	
	研修生・実習生
	
	～
	

	
	
	研修生・実習生
	
	～
	

	
	
	研修生・実習生
	
	～
	

	
	
	研修生・実習生
	
	～
	

	
	
	研修生・実習生
	
	～
	

	
· 税務署へ提出済みの、別紙「租税条約に関する届出書」のとおり


· 租税条約に基づく在留予定期間が、税務署へ提出済みの「租税条約に関する届出書」に記載された契約期間から延長されている場合は、上記の「在留予定期間」欄に延長後の期間を記入
してください。（対象国との租税条約で定められた期間内に限ります。）
· 租税条約で定められた期間を超えて給与等の支払いがあった場合は、免除対象となる給与支払額と課税対象となる給与支払額の内訳がわかる一覧を添付してください。

（給与支払報告書の摘要欄への内訳記載でも可）
　


※ 給与支払報告書の提出と同様、 1月 1日現在 近江八幡市に住所がある人を記載してください。

※ 添付書類：税務署に提出された「租税条約に関する届出書」の写し
（但し、研修生は提出不要）

· 1年目で「租税条約に関する届出書」の写しを添付しなかった研修生が、2年目以降に技能実習生に移行した場合は、お手数ですが、税務署に提出した「租税条約に関する届出書」の写しを添付して再度ご提出ください。

